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事実上の禁輸措置の優先執行対象として5分野を追加

米国土安全保障省は8月19日、中国・新疆ウイグル自治区の産品などの輸入を事実上禁じるウイグル
強制労働防止法（UFLPA）の執行に関する戦略（UFLPA戦略）の改訂を公表した。UFLPA戦略は
2022年6月の法施行時に初めて策定され、以降は年1回改訂されている。今回はトランプ政権下で初
めての改訂であり、また米中貿易交渉の最中の公表という点で注目される。

今年の改訂では、UFLPAに基づく措置を優先的に執行すべきセクターとして、新たに苛性ソーダ、
銅、ナツメ、リチウム、鉄鋼の5分野が追加された。既存の優先分野には、アパレル、綿・同製品、
ポリシリコンを含むシリカ製品、トマト・同製品、アルミニウム、ポリ塩化ビニル、水産品の7分野
が指定されており、今回は比較的多くの分野が追加されたと言えよう。

米税関のデータによれば、執行措置の対象となった貨物は法施行直後に比べて金額ベースで減少傾
向にある。これはハイリスク品目の輸入が回避されているためとみられ、トランプ関税の影響も考
慮すれば、今回の改訂で貨物の差止めなどが増加するとは限らない。しかし、他国による類似の措
置や関連セクターへの影響、企業のレピュテーションリスクという意味では、UFLPA戦略は依然と
して重要だろう。

異なる理念の下で保たれる政策の継続性

トランプ政権の対外政策については、民主的価値や人権問題に対する関心の低下が指摘される。米
国務省が8月12日に公表した世界各国の人権問題に関する年次報告書では、バイデン政権下で公表さ
れた前年度版に比べ、大幅に分量が削減されたことが注目を集めた。中国に関する記述は、国・地
域別で見れば最多ではあるが、それでも前年度の91ページから42ページへと半分以下に減少した。

一方、トランプ政権が追求するアメリカ・ファーストの通商政策という観点からは、強制労働など
によって生産された外国製品の輸入は米国企業との公平な競争条件を害するものであり、積極的に
規制措置を講ずることは正当化される。今回、優先対象に指定された鉄鋼と銅が、いずれも通商拡
大法232条に基づく品目別関税の対象でもあることは示唆的だ。もちろん、人権問題と通商政策を結
び付ける論理はバイデン政権期から見られたが、トランプ政権下では保護主義のツールとして人権
問題を「活用」するという構図がより鮮明になっている。

米国と各国との関税交渉が中国の人権問題への対策を促進する可能性もある。例えば、8月21日に発
表された関税合意に関する米EU共同声明では、双方が「サプライチェーンにおける強制労働の廃止
に関するものを含め、国際的に認められた労働権の強力な保護を確保するために共に取り組む」と
の文言が盛り込まれた。米国は既に第三国からの輸入品にもUFLPAを積極的に適用しているが、ト
ランプ政権下では関税迂回の防止とも連動する形で第三国への圧力が強まるだろう。

関連セクターへの間接的影響にも留意を

今年の改訂では、鉄鋼を優先分野に指定する理由を説明する箇所で、下流産業として自動車と造船
が例示されている。あくまで中国側の動向に関する記述ではあるものの、米当局がサプライチェー
ンの広がりを意識していることがうかがえる。優先分野の取引のみならず、それらを中間財として
使用する関連セクターへの影響の波及にも注意が必要だ。

既に自動車産業ではサプライチェーンにおけるウイグル強制労働問題のリスクが度々指摘されてお
り、UFLPA戦略も銅に関して民間のレポートを参照している。折しもUFLPA戦略が改訂された8月
19日には、自動車大手6社（フォード、GM、ホンダ、日産、ステランティス、トヨタ）からサプラ
イヤーに対し、強制労働のデューディリジェンス強化を呼び掛ける合同レターが発出された。

また、トランプ政権は造船業の復興を掲げ、中国関係船舶に入港手数料を課すなどの措置を打ち出
している。今後、さらに船舶関連の規制が強化されることになった場合、例えば建造時に使用され
た部材のサプライチェーンにおける人権リスクに関する要件の導入などが検討される可能性もある。
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鉄鋼 少なくとも2016年以降、新疆ウイグル自治区当局と新疆生産建設兵団は、鉄鋼を重要産業として位置付
けている。これらは、自動車や造船を含むいくつかの重要な川下産業での使用を目的に、新疆ウイグル自治区の
鉄鋼部門を投資、技術向上・再編および鉄鋼製品開発の対象としている。（略）
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